《巻頭論文》
日本のたばこ病裁判
結審直前の裁判長更迭の意味するもの
弁護士　　伊佐山　芳郎（たばこ病訴訟弁護団長）

一、はじめに

　たばこを吸えば、肺がんになるリスクが大きくなる。今や小学生でも知ってい
ると言っても過言ではあるまい。肺がん、喉頭がん、肺気腫その他様々な病気に罹患する可能性が高まる、「生活習慣病の予防の第一はまず禁煙から」は、既に確立した世界の常識である。
　ところが驚いたことに、裁判官にかかると、喫煙と肺がん等との関係はまだはっきりしているとはいえないのだそうである。そんな馬鹿な、という信じがたいことが、日本の裁判所で起こってしまったのである。なぜたばこ病裁判は勝てなかったか？　５年間に及ぶ法廷のうち、第４回から２４回まで４年間にわたる口頭弁論を実質的に指揮した寺尾洋裁判長が結審直前に突然更迭された。新しい裁判長は、裁判所の中でも知られた喫煙者であった。裁判長交代から５か月後、裁判はほぼ予定通り結審になり、後述するようにニコチンの依存性をほとんど認めない判断、疫学の初歩を誤解する判断のもと、原告らの請求は棄却されたのである。一体法廷に何があったのか？どうして法廷のほとんどを指揮してきた寺尾洋裁判長が結審直前に更迭されなければならなかったのか、その不自然さなど“見えざる手”に迫る。

二、たばこ病訴訟の概要
　１９９８年（平成１０年）５月１５日、肺がん、喉頭がん、肺気腫のたばこ病被害者７名が原告となって、日本たばこ産業と歴代の社長３名、そして国を被告として、１人１億円の内金として各金１０００万円の損害賠償請求の他、たばこ自動販売機によるたばこの販売禁止、たばこの広告の禁止、具体的な警告表示をせよ等を求めて、東京地方裁判所に提訴した。たばこ病を俎上にのせ、たばこ販売者のＪＴの責任と厚生行政の後れを招いた国の責任を問うた、日本で初めての本格的なたばこ病裁判である。
　
三、第１１回口頭弁論（2000年4月25日）　６２７号法廷から
伊佐山の陳述
【被告ＪＴは喫煙者と肺がん等の因果関係を熟知しながら、法廷戦術として否定　　している。かつて水俣病等で公害企業が事実を隠蔽し、時間稼ぎを図り、被害者を苦しめてきたのと同じ戦術だ。米では1000件に及ぶたばこPL（製造物責任）裁判が起こされている。去る４月７日、長期の喫煙で肺がん死した喫煙者の遺族が損害賠償を求めた裁判で、フロリダ州高裁陪審は、たばこの害を知りながら公表しなかったメーカーに責任ありとして、690万ドル（約7億円）の支払いを命じる評決を下した。今後の懲罰的賠償は総額3000億ドル（約31兆円）に達すると報じられている。 喫煙と肺がん・肺気腫・喉頭がんの３疾患との関係は世界の常識だ。それは厚生省の『喫煙と健康（たばこ白書）』でも十分明らかにされている。JTは米国での和解を撤回し、（各州政府と）あくまで争ってはいかがか。 
　国際癌研究機関は1985年、「たばこは発癌性をもつ。その証拠は十分」と結論し、
これを支持する論文は７万件以上もあり、世界の医学界で確定している。ＪＴは「肺がん等の疾患の機序は十分に解明されていない。内外の種々の要因がある」等と主張しているが、喫煙と肺がん等の因果関係を考えるのに発生機序の解明など不要。アルコールで酩酊する機序は十分解明されてはいないが、その因果関係を疑う者はいない。ＪＴの論法なら、あらゆる病気の機序は十分解明されていないから、原因不明となる。機序がどの程度解明されたら因果関係を認めるのか、ＪＴは示すべきだ。
　被告国は喫煙に関する情報を国民に開示すべきだ。本件では喫煙で国民の生命と健康が日々深刻に害されていることが問われているが、国は法廷で実質的に沈黙している。厚生省はエイズ問題でも情報隠しを行ない、刑事責任を問われているが、喫煙問題でもたばこ産業と大蔵省のたばこ拡販政策に加担する過ちを繰り返している。厚生省は『健康日本21』で、喫煙による超過死亡は年9.5万人（全死の12％）と明記している。厚生省の認識は原告と全く同じにも拘らず、法廷ではこれを認めないというのは、二枚舌と言わずして何と言うべきか。 （略）国は今後もＪＴを擁護し続けるのか、国民を守るのかが問われている】

四、　第１５回口頭弁論（２００１年２月６日）６２７号法廷から
　中島與作原告に対するＪＴの反対尋問の冒頭
◆　ＪＴ岩淵正紀代理人＝メモは見ないで。
□　寺尾洋裁判長＝どうしてもなら、見てもいいですよ。

五、　第１８回口頭弁論（２００１年９月２５日）６２７号法廷から
□　寺尾洋裁判長＝原告からの「津田敏秀氏を補佐人に」という申請に対しＪＴが　反対したが、検討の結果補佐人ということを許可する。　

六、　第２２回口頭弁論（２００２年５月２１日）６２７号法廷から（山口原告代理人弁護士と大河JT常務取締役とのやりとり）
◇　山口＝戦後、未成年者喫煙は増えているのかどうか？
◆　大河＝喫煙されている実態はある。
◇　山口＝増えているという認識はあるか？
◆　大河＝（喫煙の）実態はある。
◇　山口＝いい加減にしろ！！！
◆　ＪＴ代理人＝それは脅迫だ。
□　寺尾洋裁判長＝ちょっとお静かに。落ち着いて。答えになっていないでしょう？　戦後、未成年喫煙が増えているかどうかを訊いている。
◆　大河＝増えているかどうかは判らない。質問の趣旨が分からなかったので・・・・

七、第２３回口頭弁論（２００２年７月１６日）６２７号法廷から
□　寺尾洋裁判長　１０月結審は無理としても、次々回は結審も可能と思う。

八、第２５回口頭弁論（２００２年１２月１０日）６２７号法廷から
　　寺尾洋裁判長から突然浅香紀久雄裁判長に交代

　　山口弁護士の陳述
　【新しい裁判長に、本件は国家責任を問い、多数の被害者を救わねばならぬという事件であり、年間９万５０００人の殺人事件であり、単なる民事事件と矮小化してはならぬ。その為に本日精緻な資料を提出する】

九、第２７回口頭弁論（２００３年５月２７日）　結審

十〇、第２８回口頭弁論期日（２００３年１０月２１日）判決

十一、“結論ありき”の判決
　浅香紀久雄裁判長は裁判所内でも知られた喫煙者であるが、その裁判長が結審直前に突然法廷に現われた。そして絵に描いたような誤判をなしたのである。
１、    喫煙の依存性についての誤り
　　判決によれば、ニコチンの依存性につき、
（１）「身体依存については心理的依存がほとんど」
（２）「依存の程度は微弱」
（３）「精神的依存についても、ある程度の依存性はあるものの、その程度は禁制品　　　やアルコールより格段に低く」
（４）「喫煙者自身の意思及び努力による禁煙ができないほどのものではない」
米国最大のたばこメーカー、フィリップ・モリスはインターネットの公開ホームページで次のように明言している。
　　　「喫煙には依存性があることについて、圧倒的な医学的・科学的な意見の一　　致があることに同意する」
　因みに、ニコチンの依存性については、「DSM－IV　精神疾患の診断・統計マニュアル」から明らかである。国自身も、平成１４年１２月２５日付厚生科学審議会の厚生労働大臣への意見具申において、上記「DSM－IV　精神疾患の診断・統計マニュアル」を引いて、「たばこに依存性があることも確立した医学的知見となっている」として、その依存性を認めている。「厚生白書　平成９年版」でも、「喫煙習慣をニコチンによる依存性の視点から捉えることが重要」としている。

２、    喫煙被害を個人責任に矮小化した誤り
　原判決の「喫煙者自身の意思及び努力による禁煙ができないほどのものではない」
との点については、ニコチンの閾値がなぜ存在するのか、更に社会的にいえば、そんな簡単なことであるなら、なぜ禁煙クリニックが診療として存在するのか、なぜニコチンパッチが事業として成り立つのか、禁煙マラソンの講座がインターネットで広く呼びかけられているのはなぜなのか、等ちょっと考えを巡らせさえすれば、それこそがニコチンの脅威、止めたくても止められない多数の喫煙者群の存在がすぐに理解できようというものである。しかし、浅香喜久雄判決は、「最初から結論ありき」であったため、そのような理解を最初から排除したとしか考えられない。

３、因果関係における疫学の初歩的誤り
　浅香紀久雄裁判長は、「喫煙により、肺がん、喉頭がん、肺気腫の罹患率が高まる
ことは前記のとおりである。しかし、疫学による寄与危険度割合は、ある要因の曝露群と非曝露群における罹患者数を他要因を交えずに比較したものであり」と判決理由を述べた。
　この判断は、疫学の初歩の誤解である。疫学は他要因の存否を確認した上で、他要因を考慮し、原因確率（病因割合もしくは寄与危険度割合）を推定している。他要因すなわち交絡要因を考慮した原因確率（病因割合もしくは寄与危険度割合）の推定方法は確立しており、その上で国際社会は、喫煙と肺がん等の喫煙関連疾患の因果関係について認めている。浅香紀久雄判決はこのことを全く考慮に入れていないという意味で、誤判であることは明らかである。
　日本大学の山田卓生教授は、浅香紀久雄判決を批判して次のように論じている。
　　「判決は、まず結論ありきで、それにあわせて理由らしきものを書いている。判決は、ほとんど被告ＪＴの言い分を取り入れていて、まるで被告の準備書面であるかのように読める。原告側の主張を、検討し、それを十分考慮したうえで斥けるというのではなく、何をいってもダメだよ、といった姿勢さえうかがえる」（「たばこ被害と損害賠償」ジュリスト2004年３月１日号）

４、　前述のように、寺尾洋裁判長は、JTの代理人の反対を押し切って、津田敏秀氏を補佐人として認めた。また、中島與作原告がメモを見て証言しようとした際、JTの代理人がクレームをつけたのに対し、寺尾洋裁判長はメモを見ての証言を認めた。更に、寺尾洋裁判長は、JTの大河常務取締役に対する反対尋問で、のらりくらりの不誠実な証言を一喝した山口弁護士を静止せず、むしろ大河証人に注意を与えた。このような寺尾洋裁判長の訴訟指揮に、JTサイドが不快感を持っていたことは明らかであろう。この裁判において、仮にJTが敗訴になれば、たばこ会社自体の存亡にかかるのであり、何が何でも負けられないという危機意識に苛まれていたと見るのが常識というものだろう。
　結審直前の裁判長更迭は余りに不自然である。しかし、筆者の分析によれば、その不自然さの裏には、以上のような事情が隠されていたと考える。この浅香紀久雄裁判長は、来年度東京高等裁判所の判事に栄進が予定されている。
　控訴審法廷（東京高等裁判所）において、原告・弁護団は、「たばこ規制枠組み条約」を提示し、喫煙と肺がん、肺気腫、喉頭がんとの関係に関する科学的、医学的証拠、ニコチンの依存性等、原判決が国際的認知に全く反していて誤りであると厳しく批判した。しかし、控訴審法廷の秋山壽延裁判長は、原告・弁護団の批判に真正面から応えず、２００５年（１７年）６月２２日、浅香紀久雄裁判長の誤判断を、そのまま踏襲しての控訴棄却判決をなした。
　秋山裁判長は、津田敏秀氏（岡山大学大学院教授）の疫学に関する意見書、太田勝造氏（東大教授）の因果関係論に関する法律専門家の意見書にも全く言及することなく、JTの言い分をそのまま鵜呑みにしたレベルの低い判決をなした。
　上告審の最高裁判所（裁判長才口千春）は、２００６年（１８年）１月２６日、上告を受理せず上告を棄却した。
　　　　　
十二、米国のたばこ訴訟と日本の今後
　米国では、１９５０年代から今日まで、２０００件を越えるたばこ病訴訟が争われてきた。１９５０年代に争われたグリーン事件、ラティグ事件、ロス事件、プリチャード事件が知られている。いずれも長年たばこを吸い続けた結果、喉頭がんや肺がんに罹患したたばこ病患者がたばこ会社を訴えたものである。いずれも喫煙と肺がん等との因果関係は認められたものの、有害を承知で喫煙したとして責任否定（プリチャード事件）、あるいはたばこ会社の有害性の予見を否定（グリーン事件他）した。
　その流れを最初に変えたのは、ローズ・チポローン事件である。１９８８年６月１３日、ニュージャージー州連邦地裁（陪審評決）がリゲットたばこ会社に４０万ドルの支払を命じたのである。
　その後、喫煙者個人がたばこ会社を訴えた事件で原告が勝利したのは、１９９５年に提訴されたカーター対ブラウン＆ウイリアムソンたばこ会社事件で、７５万ドルの賠償を命じたフロリダ州連邦地裁陪審評決である（但し、フロリダ州控訴審で逆転敗訴。詳しくは、拙著「現代たばこ戦争」（岩波新書）参照１４１頁以下）。
このように概観してくると、米国でさえ、たばこ病訴訟での最初の勝利までに約３０年要したのである。
　日本の最初の本格的なたばこ病訴訟（東京訴訟）での敗訴は、前述のように、事実認定もいい加減なもので、期待を大きく裏切るものであったが、日本でのたばこ会社との法廷闘争は始まったばかりである。
　現在、第２次たばこ病訴訟が横浜地方裁判所の法廷で繰り広げられている。
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